2014道本部総合政策局発第69号
2013年11月７日
　政治フォーラム会員　　様
各　地方本部執行委員長　　様
　　市町村単組執行委員長　　様
自治労北海道本部
執行委員長　　山　上　　　潔
（自治体政策部）
12月定例市町村議会における意見書採択の取り組みについて
日ごろの取り組みに心より敬意を表します。
12月定例市町村議会における意見書採択の取り組みとして、２項目について提起します。各単組においては、組織内および連合推薦議員とも連携の上、取り組みを進めて頂きますようお願いします。
記
１．取り組む意見書

　（１）2014年度地方財政の確立を求める意見書

これまで道本部として、第55回定期大会第４号議案・当面の闘争方針、および2014年度発文第３号で地方財政確立の取り組みとして、各市町村議会に対し「2014年度地方財政の確立を求める意見書」採択の要請を提起しておりました。
2014年度地方財政確立は地方公務員賃金のみならず、地域経済にも影響を及ぼす重要課題であり、全市町村議会で採択されるべき課題として取り組みを進めなければなりません。
６月、９月議会で採択されていない議会では、12月議会での採択されるよう、取り組みを進めて下さい。また、既に採択されている議会については、同一年度内に同一課題の意見書は取り扱わないとする取り決めがある場合も考えられますが、可能な限り採択に向けて取り組みを進めて頂くよう提起します。
　（２）利用者本位の持続可能な介護保険制度の確立を求める意見書

一部の議会においては、要支援者に対する介護予防給付を市町村に移管することに関してすでに意見書が採択されている議会もありますが、今回の意見書は介護支援の切り離しを含めた介護保険制度全般に関わる内容となっています。すでに取り扱いをしている議会も含めて最大限の取り組みをお願いいたします。
２．実施時期　　2013年12月議会
３．実施方法　　地方自治法第99条の規定に基づく意見書提出
４．実施単位　　道議会、各市町村議会
５．内　　容　　別紙のモデル案を参考に、各自治体の実情にあわせて、作成をお願いします。
６．留意点　　連合北海道から各地協に向けて、11月６日付で取り組みが提起されています。各単組は、地区連合、推薦議員と連携の上、取り組みを進めて下さい。
７．取り組み報告　下記報告書にて2014年１月11日までに報告して下さい。

また、報告の際に、意見書のコピーも添付して下さい。メール送信する場合は下記のアドレスにお願いします。takada@jichiro-hokkaido.gr.jp

８．お問い合わせ　　道本部　自治体政策部：柳田・高田　TEL：０１１－７４７－３２１１

以　上


地方財政確立に係る地方自治法99条に基づく

意見書採択・報告書（送信表不要）　自治体政策部あて
《報告期限》2014年１月11日（金）　　　FAX：011－700－2053
	単組名
	
	報告者名
	


（１）「自治体財政の充実・強化を求める意見書」
	意見書の採択の有無
	有　・　無
	採択日
	　2013年　　　月　　　日


（２）「利用者本位の持続可能な介護保険制度の確立を求める意見書」
	意見書の採択の有無
	有　・　無
	採択日
	　2013年　　　月　　　日


· 採択された場合は有に○を、されなかった場合は無に○を記載して下さい

2014年度地方財政の確立を求める意見書（モデル案)
　政府は、８月８日に閣議了解された中期財政計画において、「地方の一般財源の総額については、平成25年度地方財政計画と実質的に同水準を確保する」とされているものの、歳出特別枠の見直しなども言及しており、2014年度予算編成に向けて地方交付税総額が削減される懸念があります。さらに、地方自治体の行革努力を反映させた交付税算定方式の導入など、地方交付税法の本旨に反する財政的な制裁措置の導入についても検討が進められています。
地方は、長年にわたり国を上回る歳出削減努力を続け、東日本大震災からの迅速な復旧・復興や災害に強い地域づくり、子育て、医療、介護などの社会保障、限界集落・過疎化対策、環境対策、雇用対策やセーフティネット対策など、増大する地域の行政需要に対応するために必死の努力を続けてきました。政府は、地域の財政需要を的確に見積もり、これに見合う地方交付税総額を確保する必要があります。
　以上のことから、公共サービスの質の確保と地方自治体の安定的な行政運営を実現するため、2014年度の地方財政計画、地方交付税総額の拡大にむけて、次の事項について強く要望します。

記
１．社会保障分野の充実、農林水産業の再興、環境対策などの増大する地域の財政需要を的確に把握し、地方財政計画、地方交付税総額の実質的な確保をはかること。
２．地域における経済情勢は依然として厳しいことから、地域経済の活性化や雇用対策の取組みを実施するための措置として臨時的に設けられている、いわゆる歳出特別枠について減額を行わないこと。あわせて、歳出特別枠は、実質的に地方自治体の安定的な財政運営に必要な財源となっていることから、臨時的経費から経常的な経費への転換をはかること。
３．2014年度の地方財政においても巨額の財源不足が見込まれることから、別枠の加算について拡充するとともに、法定率の引上げなど抜本的な対策を行うこと。
４．合併特例法による市町村合併の算定特例の段階的終了を踏まえ、新たな財政需要の把握について必要な対策を講じること。また、小規模自治体に配慮した段階補正の強化など、地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の一層の強化をはかること。
５．2013年度地方財政計画において、地方公務員給与費が国の臨時特例措置に準ずるとして削減されたが、2014年度予算においては、減額した給与関係経費等に係る財源については、完全に復元すること。また、地方公務員給与費に係る地方財政計画、地方交付税の算定については、地方自治体との協議、合意のもとで算定のあり方を検討すること。
６．地方交付税の算定について「行革努力」、「地域経済活性化の成果」に応じた算定方式の導入や2013年度の給与削減要請への対応状況に対する財政的制裁措置の導入などについては、厳に慎むこと。
７．地方法人特別税・地方法人特別譲与税の見直しや自動車取得税廃止に伴う代替財源を確実に確保すること。また、償却資産に係る固定資産税の確保などの課題は、地方自治体の意見を十分尊重し、自治体の財政運営に支障がないよう必要な地方税財源を安定的に確保すること。
　以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。
○○○○議会
【提出先】内閣総理大臣、内閣官房長官、総務大臣、財務大臣、
内閣府特命担当大臣（経済財政政策担当）

利用者本位の持続可能な介護保険制度の確立を求める意見書
(モデル案)
　政府は、社会保障制度改革国民会議の提言を受け、「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律案（プログラム法案）」を国会に提出した。同法案では介護保険制度について、要支援者に対する介護予防給付を市町村が実施する地域支援事業の形に見直すことや、一定以上の所得のある利用者の負担引き上げなど盛り込んだ介護保険法改正案を平成26年通常国会に提出をめざすとしている。
　少子高齢化が進展する中、社会保障の機能強化に向けた財源やサービス提供体制の確保等が一層重要となっている。高齢者の尊厳が守られ、利用者本位に基づく持続可能な社会保障制度を確立し、高齢者が住み慣れた地域で生活できる仕組みづくりと介護労働者が安心して働き続けられるよう以下の点について強く要望する。

記

１．要支援者を「新しい総合事業」に移行することは、社会保険の基本的な制度である個人給付を大きく変容させるものであり、また、給付水準や負担額の格差が自治体の財政力などによって今まで以上に拡大する恐れがあることや、介護サービスの安定供給に懸念があるため、現行の予防給付を維持すること。

２．予防給付は、介護の重度化防止という観点から有効であり、自立支援効果の期待できる予防給付が行われるようケアマネジメントを強化すること。

３．一定所得以上者の介護保険利用料２割負担は、引き上げによって大きな影響が生じることから、基準の設定については、長期的・継続的負担となることを考慮した所得要件とすること。
４．特別養護老人ホームにおける補足給付の支給要件に資産を追加する際には、実態を把握した上で資産捕捉の確実性や公平性の確保、さらには保険者における事務負担を十分に考慮し検討すること。
５．介護人材の確保は介護サービスを提供するための基礎的な基盤であることから、働き続けることができるよう介護労働者を安定的に確保するためのロードマップを示し、処遇改善及び人材育成・確保への財政措置を含めた施策を講じること。
６．地域包括ケアシステムの推進にあたって、24時間定期巡回・随時対応サービスや小規模多機能サービスの現状を検証し、改定・改善策を進めること。

　以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。
○○年○○月○○日

○○○議会　

　提出先　内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣
別紙１





別紙２








